
2023年「自治労組織基本調査｣（第16回）

調査協力のお願い

　本調査は、自治労に加盟する全単組（「自治労加盟組合名簿」に記載）を対象に、その組織実態を正確に把握することを通して、今後の活動に生
かしていくことを目的に実施するものです。自治労組織基本調査は1980年の第１回調査以降、今回で第16回目の調査となります。

全日本自治団体労働組合

回答上の留意点

1. 調査票の回答にあたって特に断り書きのない場合、2023年６月30日現在の状況をお答えください。
2. 回答にあたって不明の場合には、各都道府県本部担当者に問い合わせの上、正確に回答してください。
3. 後日、都道府県本部・自治労本部から問い合わせをさせていただく場合があります。

調査票の提出と発表予定

1. 2023年７月31日（月）までに回答して送信してください。
2. 調査のデータ最終確定を2023年12月までに行います。

回答方法

1. 回答の途中で中断し、あとから再開したい場合は、画面上バーの右上の「あとで続きをする」をクリックしてください。再開するときは上記ＵＲ
Ｌにアクセスしてください。そのまま再開できます。

2. 回答時間が２時間を超えると回答を保存できなくなります。「あとで続きをする」をクリックすれば保存できますので、回答を中断する場合には
保存してください。

１．回答者の名前・連絡先、組合の団体区分

このページは○○労働組合（テスト入力用） （自治労登録番号：90001 ）の回答ページです。

回答者のお名前
（前回は－）

（お名前のフリガナ）

電話番号

E-mail
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２．単組における職員の組織状況

無回答があると回答を送信できません。該当者がいない欄は「０」と記入してください。
また不明な場合にも概数で構いませんので必ず回答してください。

団体区分 （本部の登録区分は－）
自治労本部での登録区分が選択されています。
誤りがある場合には正しい区分を選択して、回答組合からの連絡欄に本部登録と異なる理由を記入してください。



１．都道府県
２．県都・政令市
３．市
４．町・村
５．事務組合・広域連合
６．自治体の臨時・非常勤労組
７．公社・事業団
８．社協
９．国保
10．市町村共済
11．書記労・直属支部
12．全国一般
13．社保労連
14．独立行政法人
15．その他の民間事業所

回答組合からの連絡欄
回答内容についての連絡事項がありましたら記入してください。
単組名、登録番号、団体区分の表示に誤りがある場合も記入してください。



〔組合員総数〕

単組における組合員総数 （前回は－人）

人

（うち女性組合員総数） （前回は－人）

人
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〔組合員総数の内訳〕

①　正規職員

組合員対象数 （前回は－人）

人

（うち組合員数） （前回は－人）

人

　　正規職員の未加入職員は0人です。 （前回は－人）

②　貴組合に加入している事務組合・広域連合、公社・事業団、社協および民間事業所の組合員数

県市町村等から出向している職員の組合員は含まないでください。

組合員数 （前回は－人）

人

③　会計年度任用職員、臨時・非常勤職員等

職員数 （前回は－人）

人

（うち組合員数） （前回は－人）

人

④　定年後の再任用・再雇用職員

職員数 （前回は－人）

人

（うち組合員数） （前回は－人）

人

⑤　組合が雇用する書記

正規書記 （前回は－人）

人

臨時・パート書記（再雇用を含む）
（前回は－人）

人

　　　　書記の合計は0人です。

（うち組合員数） （前回は－人）

人

①～⑤の組合員数は合計0人になります（組合員総数との差は0人）。
組合員総数と内訳の合計が一致しない場合には内訳に含まれない組合員の内容を記入してください。
（前回は－人）

前回回答から職員数や組合員数の増減が大きい場合には、後日、確認させていただくことがあります。
増減した理由など説明が必要なことがありましたら記入してください。
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３．新規採用正規職員の組合加入状況

本設問は団体区分「６．自治体の臨時・非常勤労組」「11．書記労・直属支部」「12．全国一般評議会」の場合は表示されません。

①　正規職員の採用者数と組合への加入者数
【回答にあたってのお願い】

採用がなかった場合には「０」と回答してください。
正式採用または組合加入が７月以降になる場合も、例年実績を想定して加入見込みの人数を含めて回答してください。

（2021年度は採用者数－人、加入者数－人）



2022年度の正規職員採用者数

人

（うち加入者数）

人

2023年度の正規職員採用者数

人

（うち加入者数）

人

前回回答から採用者数や加入者数の増減が大きい場合には、後日、確認させていただくことがあります。
増減した理由など説明が必要なことがありましたら記入してください。

②　組合への加入は主にどのような経路で行われていますか　（今回新規設問）

「組合説明会」には以下のものを含みます。
新入職員説明会における組合説明会
新規採用職員の懇親会・歓迎会
新規採用者を対象としたランチ会 等

「個別説明」には以下のものを含みます。
組合役職員による職場訪問
職場の組合役員、職場委員による新入職員への説明 等



１．組合説明会のみ
２．組合説明会と個別説明の両方を実施
３．個別説明のみ
４．組合説明会も個別説明もしていない
５．その他

新規採用正規職員の加入における課題がありましたら記入してください。
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４．組合からの脱退者の状況

５．競合（分裂）組合

①　2022年度（2022年４月から2023年３月まで）における組合からの脱退者数

管理職への任用、組合員化対象の範囲外への異動・出向、勤務先自治体・団体からの退職によるものは含まないでください。
脱退者がいない場合は「０」と回答してください。



組合からの脱退者数　（今回新規設問）

人

（脱退者がいる組合）

②　組合からの脱退者数は増加していますか、それとも減少していますか。　（今回新規設問）

１．増加している
２．横ばいである
３．減少している
４．脱退者はほとんどいない

脱退の主な理由を記入してください。

①　競合（分裂）組合の有無　 （前回は－）

以下のケースは競合（分裂）組合とはみなしません。
同一自治体内にある自治労に加盟する組合（職種や雇用形態ごとに組織されている組合）
日教組、全水道に加盟する組合



１．競合（分裂）組合がある
２．競合（分裂）組合はない

（「１．競合（分裂）組合がある」組合）

②　競合（分裂）組合の組合員数　（今回変更設問）

１．組合員数は自組合のほうが多い
２．組合員数は拮抗している
３．組合員数は自組合のほうが少ない
４．どの組合にも加入していない職員が過半数
５．わからない

③　競合（分裂）組合の上部団体の性格　（今回変更設問）

複数の組合がある場合には該当するものをすべて選択してください。

１．全労連・自治労連
２．全労連・医労連
３．旧全官公自治労連
４．その他
５．上部団体なし
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６．専門部

７．評議会の有無

①　青年部（ユース部を含む）の有無　（今回変更設問）

１．ある（男性の若手組合員のみ）
２．ある（男性・女性の若手組合員）
３．ある（男性の若手組合員と女性の全組合員）［※青年女性部の形態］
４．ない

（①で「１．」～「３．」の組合）

②　青年部（ユース部を含む）の上限年齢

①が「３．ある（男性の若手組合員と女性の全組合員）」の組合は男性の上限年齢を回答してください。

上限年齢　（今回新規設問）

歳

③　女性部の有無 （2019年は－）

青年・女性部などで一体化している場合は「１．ある」を選択してください。

１．ある
２．ない

①　現業関連の評議会はありますか。　（今回変更設問）

１．評議会がある
２．評議会はない
３．現業関連の単独労組である

②　衛生医療関連の評議会はありますか。　（今回変更設問）

１．評議会がある
２．評議会はない
３．衛生医療関連の単独労組である

③　社会福祉関連の評議会はありますか。　（今回変更設問）

１．評議会（部会含む）がある
２．評議会（部会含む）はない
３．社会福祉関連の単独労組である

④　公営企業関連の評議会はありますか。　（今回変更設問）

都市公営交通、公営競技は「２．評議会はない」を選択してください。

１．評議会がある
２．評議会はない
３．公営企業関連の単独労組である
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８．業種別組合員数

該当する組合員がいない場合は「０」と回答してください。

①　現業組合員数（2019年は－人）

人

②　衛生医療関係組合員数（2019年は－人）

人

　　（衛生医療関係組合員の内訳）

うち病院

人

③　社会福祉関係組合員数（2019年は－人）

人

　　（社会福祉関係組合員の内訳）

うち保育士

人

うち保育教諭（認定こども園）

人

うち幼稚園教諭

人

うち放課後児童クラブ支援員

人

うち介護・福祉サービス従事者

人

うち保育調理

人

うちケースワーカー

人

うち自治体・社協・事業団等事務職

人

④　交通職種の組合員数（2019年は－人）

人


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９．書記局体制

⑤　公営企業関係職種の組合員数（2019年は－人）

人

　　（公営企業関係組合員の内訳）

うち水道 （2019年は－人）

人

うち下水道 （2019年は－人）

人

うち県職公企 （2019年は－人）

人

うちガス （2019年は－人）

人

①　三役を含む単組本部執行委員数（支部を除く）

支部の役員は加えないでください。
特別執行委員は含めないでください。
女性の該当者がいない場合は女性の欄に「０」と回答してください。



単組本部執行委員数 （前回は－人）

人

（うち女性数） （前回は－人）

人

②　単組休職・離籍専従役員
県本部、自治労本部、および連合等に出ている役員は除いてください。

（単組休職・離籍専従役員の有無）

有無には前回回答いただいた結果が入っています。

１．休職・離籍専従役員がいる
２．休職・離籍専従役員はいない

（単組休職・離籍専従役員の人数）（前回までは休職・離籍をあわせて人数を設問。あわせた人数は－人、うち女性－人）

単組休職専従役員数

人

（うち女性数）

人

単組離籍専従役員数

人

（うち女性数）

人

前回回答から人数が変動している場合には、後日、確認させていただくことがあります。
増減した理由など説明が必要なことがありましたら記入してください。
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③　単組委員長・書記長の属性

執行委員長

ａ．性別

１．男
２．女
３．選出できていない

ｂ．年齢

１．39歳以下
２．40歳代
３．50歳代
４．60歳以上

ｃ．単組・支部執行委員（単組三役以外）の経験

１．経験がある
２．経験がない

ｄ．執行委員長職の経験年数

満年数で回答。１年に満たない場合は「０」と回答してください。

経験年数

年

書記長

ａ．性別

１．男
２．女
３．選出できていない

ｂ．年齢

１．39歳以下
２．40歳代
３．50歳代
４．60歳以上

ｃ．単組・支部執行委員（単組三役以外）の経験

１．経験がある
２．経験がない

ｄ．書記長職の経験年数

満年数で回答。１年に満たない場合は「０」と回答してください。

経験年数

年
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10．組合財政

①　昨年１年間の組合費、別途徴収金額（一時金、闘争資金など）をあわせた組合員一人当たりの平均金額

過去１年の間に組織統合のあった単組は推計値でもかまいません。
月額で回答するケースがみられますが、「年額」での回答をお願いします。



正規職員 （前回は－円）

円

非正規職員 （前回は－円）

円

（非正規職員には定年後の再任用・再雇用職員を含めないでください）

②　組合員一人当たりの月額組合費 （前回は－）

別途徴収金を除き、定額部分のある場合は平均賃金で除して率に換算してください。
組合員の属性により組合費の区分がある場合は、対象組合員数の多い方の組合費水準について回答してください。



１．20/1000以上
２．19～15/1000

３．14～10/1000

４．9/1000以下
５．全員同一金額の定額制

前回回答から①組合員一人当たりの平均金額の増減や、②月額組合費の変化が大きい場合には、後日、確認させていただくことがあります。
理由など説明が必要なことがありましたら記入してください。

③　組合費の上限の有無　（今回新規設問）

１．ある
２．ない

④　管理職からの賛助金、協力金等の有無　（今回新規設問）

１．ある
２．ない

⑤　組合費の徴収方法

（正規職員）

１．給与天引き（控除）できている
２．給与天引き（控除）できていない

（非正規職員）

１．給与天引き（控除）できている
２．給与天引き（控除）できていない
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11．大会および執行委員会の開催状況

2022年７月１日～2023年６月30日における開催状況をお答えください。

12．情報宣伝・機関紙

2022年７月１日～2023年６月30日における発行、発信状況をお答えください。

①　大会 （前回は－）

１．開催した
２．開催しなかった

（大会を「２．開催しなかった」組合）

②　大会を開催できなかった理由
例：役員・代議員を選出できなかった／日々の取り組みに追われた／組合員数が少なく必要を感じなかった　など

③　執行委員会の年間開催回数

開催がなかった場合は「０」と回答してください。

年間開催回数 （前回は－回）

回

①　機関紙、組合ニュース等の年間発行回数

単組が発行している機関紙について回答してください（支部・分会・青年・女性部や各評議会が独自に発行しているものは除いてください）。
発行がなかった場合は「０」と回答してください。



年間発行回数 （前回は－回）

回

②　ＳＮＳによる組合員向けの情報発信 （前回は－）

SNSとは広報宣伝としての、Facebook等での情報発信をさしています。執行委員など組合役員の間の情報連絡手段として活用しているLINEのグル
ープライン等は含みません。



１．発信している
２．発信していない
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【自由記述欄】
組織運営のこと、また本調査のことについて、ご意見などがありましたら自由にお書きください。

送信する
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